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１．問題の所在

　本稿の目的は，教員免許更新制に対する教員の評価
を明らかにし，その規定要因を検討することである。
　1970年代後半から，いじめ，不登校，学級崩壊など
学校で生じた教育問題が社会からの注目を集めるよう
になった。これらの教育問題に対して責任者探しが行
われ，「文部（科学）省が悪い」「教育委員会が悪い」

という批判以上に強い批判を浴びせられたのは当事者
である学校，とりわけ教員であった。そのため，政策
立案者は教員に焦点をあてた教育改革を継続して実施
することで「世間」の納得を得ようとしてきた（元兼 
2007）（1）。つまり，佐久間（2007a）が指摘している
ように，「現在の日本では，実証データではなく，社
会的雰囲気によって，教員の質の向上に焦点をあてた
政策が推進されている」（2）。こうして実施された教員
の「質の低下」を解決するための政策の中で，教員免
許更新制は教員に対する不信にもとづいて制定された
典型的なものである。
　教員免許更新制については早くから提案されてお
り，実際に導入されるまで多方面で議論されてきた。
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教員免許状の更新は，1983年の自民党文教制度調査会・
文教部会による「教員の養成，免許等に関する提言」
で現れ，免許状に有効期限を付し，更新研修を義務付
けるように検討をすることが求められていた（八尾坂 
2005）（3）。しかし，実施が困難であり，効果も不明な
ため実現にはいたらなかった。だが，2000年12月，小
渕恵三，森喜朗首相の私的諮問機関である教育改革
国民会議での「教育を変える17の提案」の中で，「免
許更新制の可能性を検討する」ことが提起された（4）。
それに対応した，2002年中央教育審議会答申「今後の
教員免許制度の在り方について」では，「更新制を導
入することは，なお慎重にならざるを得ないと考える」
とされていた（5）。ところが，2006年７月中央教育審
議会の答申「今後の教員養成・免許制度の在り方につ
いて」の中で「更新制を導入し，専門性の向上や適格
性の確保に関わる他の教員政策と一体的に推進するこ
とは，教員全体の資質能力の向上に寄与するとともに，
教員に対する信頼を確立する上で，大きな意義を有す
る」という表現に変化した（6）。さらに，同年９月の安
倍内閣総理大臣所信表明演説では「教員の質の向上に
向けて，教員免許の更新制度の導入を図る」ことが再
び強調された（7）。このような圧力の下で，2007年の
改正教育職員免許法の成立により，2009年４月１日か
ら教員免許更新制が導入されることが決定された（8）。
　このような状況において，教育学研究者は教員免許
更新制を激しく批判した。例えば，佐久間（2007b）
は教員免許更新制を（1）教員を萎縮させる（2）行政
権力が必要以上に増大する（3）恣意的に運用される
恐れがある（4）教員の人材確保が難しくなる（5）男
性が教職を忌避するようになる（6）教員の個人主義
が助長されるという６点の弊害が生じる可能性を提起
している（9）。広田（2011）も教員免許更新制の実施は，
無駄で誰も望んでいないような制度ができてしまった
と述べている（10）。それにもかかわらず，教員免許更
新制は「その時々で求められる教員として必要な資質
能力が保持されるよう，定期的に最新の知識技能を身
に付けることで，教員が自信と誇りを持って教壇に立
ち，社会の尊敬と信頼を得ることを目指すものである。
※ 不適格教員の排除を目的としたものではない」（※
は原文のママ）（11）という目的を標榜して導入・実施
された。
　このような状況で実施された教員免許更新制につい
ては，これまで大きく二つの方面で先行研究が展開さ
れている。
　まずは，教員免許更新制の制度面についての研究で
ある。例えば，小野（2009）は教員免許更新制が政策
化された経緯を文部省，諮問会議および規制改革関連

の会議などアクター間の関わり合いの過程を分析する
ことで明らかにした（12）。長尾（2010）では，政権交
代下の教育改革の一環としての教員免許更新制と教職
の専門性を検討した（13）。それから，海口（2010）は
教員免許更新制の導入をめぐる議論の変遷と更新講習
制度的問題，講習内容の問題を整理している（14）。長
澤（2014）では，10年経験者研修制度と教員免許更新
制との整合の必要性が提起されている（15）。
　その一方で，教員免許更新制の実態面についての
研究も存在している。小林（2013）は，八戸学院大
学の教員免許更新講習の講習内容と参加人数を整理
した（16）。坂間（2013）は，日本私学教育研究所の更
新講習後に調査した講習全体についてのコメントを
用い，講習ごとに受講した教員の態度を明らかにし
た（17）。八木（2019）は，更新講習の必修領域と選択
必修領域を受講した保育者を対象として事前の課題意
識の調査と事後調査の結果により，保育者に向けた講
習の内容を充実させることが必要と指摘した（18）。
　しかしながら，これら一連の研究の中で，教員免許
更新制が導入されて以後，その評価や課題，問題点を
実証的に検討しようとする研究はほとんど行われてい
ない。とくに，教員免許更新制の対象者，つまり教員
からの視点で，教員免許更新制を検証する研究が極め
て少ない。教員免許更新制により最も強い影響を受け
るのは，教育現場で働いている教員である。教員が教
員免許更新制をいかに捉えているのか，教員生活にど
のような影響を及ぼしているのかは先行研究で明らか
にされていない状態である。それゆえ，文部科学省に
よる事後評価の結果が一人歩きし，９割以上の教員が
更新講習に「満足している」という印象を与えている。
しかし，後述するように教員の多くは今も尚この制度
に大きな不満を抱えている。したがって，教員自身の
視点から，教員免許更新制のメリットとデメリットを
あらためて検証する必要があろう。
　そこで，本稿では，教員免許更新制に対する教員の
評価，およびその規定要因を明らかにする。具体的に
は，どのような特徴を持った教員が，教員免許更新制
を肯定的に，あるいは否定的に捉えているのかを検討
する。

２．調査の概要

　本稿で実施したアンケート調査は，免許状更新講習
認定大学である A 県 B 大学の教員免許更新講習のう
ち必修講習で実施した。B 大学は国立大学であり，講
習内容に一定の評価がなされているとされている。
　調査は，必修講習の開始前にアンケートを受講者に



表１　調査の概要　

性別
男 女 計 N
39.6 60.4 100 1095

年齢
30歳～39歳 40歳～49歳 50～59歳 60歳以上 計 N

43.1 25.6 31.1 0.2 100 1097

職種
教諭 養護教諭 常勤講師 非常勤講師 教員以外 その他 計 N
77.9 6.6 0.9 7.4 5.7 1.4 100 1083

学級担任
担任をし
ている

副担任を
している

担任をし
ていない 計 N

52.4 18.9 28.7 100 935

教職経験年数
10年未満 10～19年 20～29年 30年以上 計 N

34.5 30.2 17.6 17.7 100 1071

進学の有無
進学して
いない

修士課程
　進学

博士課程
後期進学 計 N

93.8 5.3 0.9 100 1022
注：表中の数値は％，N は人数。
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配布し，講習の休憩時間，また終了後に回答するよう
依頼した。一日６時間の講習が終了した後に回収した。
講習後に回答が終わっていない受講者がいれば，必要
に応じてアンケートに回答する時間を設けている。調
査は2017年７月から８月にかけて行われた４回の必修
講習，および2018年７月から８月にかけて行われた３
回の必修講習の計７回実施し，回答者は1,110名であ
る。
　アンケートの内容は，４つの領域で構成されている。

（1）教員免許更新制，および更新講習に対する教員の
意識（免許更新講習の参加について；更新講習の望む
実施形態について；教員免許更新制に望む内容；教員
免許更新制に対する意識）（2）フェイスシート（属性，
担任や担当教科など）（3）教員としての職務の状況，
教職の認識など（普段の教職生活；教職に対する評価；
仕事に関する負担；教職に対するイメージ）（4）自由
記述である。以上のように，今回のアンケートでは教
員免許更新制のみに注目することではなく，教員の仕
事・生活についても設問している。このことから，教
員免許更新制に対する教員の意識，また教員の仕事・
生活と教員免許更新制がどのような関係があるのかを
解明できるであろう。
　調査対象者の概要を表１に示している。調査対象者
の中で，男性教員は４割，女性教員は６割を占めてい
る。年齢については，30代教員が最も多い43.1％を占
めている。40代と50代教員がそれぞれ25.6％，31.1％
である。60代教員が0.2％すぎない。職種については，
教諭が約８割を占めている。また，学級担任をしてい
る者が52.4％，副担任をしている者が18.9％，担任し
ていない者が28.7％である。つまり，調査対象者の半
分以上は学級担任をしている者になる。教職経験年数

については，10年未満の教員が34.5％，10年～19年の
教員が30.2％，20年～29年の教員が17.6％，30年以上
の教員が17.7％である。最後に進学の有無については，
93.8％の教員が進学していない，修士課程に進学した
教員が5.3％，博士課程後期に進学した教員が0.9％で
ある。

３．教員免許更新制の評価

3.1　教員の意識
　はじめに，教員免許更新制に対して，教員がどのよ
うな態度を示しているのか，すなわち，制度自体への
賛否を検討しておきたい。本調査では，教員免許更新
制に対して「賛成である　現行のままで良い」「賛成
だが，若干の改革が必要である」「反対であり，大幅
な改革が必要である」「反対であり，廃止すべきであ
る」の４つの選択肢によって賛否を聞いている。その
結果，「賛成である　現行のままで良い」と回答して
いる教員は2.2%にすぎないが，「賛成だが，若干の改
革が必要である」と回答した教員は38.7%に達してい
た。一方で，「反対であり，大幅な改革が必要である」
と回答した教員は28.5%であり，「反対であり，廃止す
べきである」と回答した教員は30.6%を占めていた。
　このように，「反対」という態度を表明する教員が
６割近くを占めており，教員が教員免許更新制に強い
反感を持っていることがわかる。とくに廃止すべきと
する教員は３割にも達している。先にも指摘した文部
科学省が公表した事後評価は，講習直後に実施された
講習に対する評価でしかない。実際には多くの教員が，
今も尚この制度に対し否定的であることがわかる。
　その一方で「賛成」とする教員も少なくない。「賛



表３　教員免許更新制に対する評価と属性の平均値の差

表２　教員免許更新制に対する評価の因子分析
負担になる 役に立つ 因子3

講習時間が長すぎる 0.801 -0.092 -0.066
教員の多忙を招くものだ 0.760 -0.102 -0.226

受講は時間的に大きな負担である 0.729 -0.064 -0.151
受講料が高すぎる 0.671 -0.088 -0.025

時間の無駄だと思う 0.558 -0.306 -0.385
今後も継続した方が良い -0.541 0.252 0.514

講習時間が短すぎる -0.532 0.103 0.141
さらに今後も受講してみたい -0.528 0.282 0.409

廃止すべきだ 0.516 -0.202 -0.459
教員の資質を向上させる -0.158 0.906 0.167

教員の専門性を向上させる -0.142 0.852 0.151
教育問題の解決に役に立つ -0.113 0.620 0.345

教員間の交流を深める -0.127 0.446 0.313
学校現場にとって必要なものだ -0.265 0.431 0.777

教員にとって必要なものだ -0.294 0.428 0.779
大学と学校の連携を深める -0.186 0.395 0.310

管理職も受講すべきだ -0.010 0.198 0.196
回転後の負荷量平方和 3.898 3.013 2.501

分散の % 22.927 17.726 14.714
Kaiser-Meyer-Olkin の

標本妥当性の測度 0.901

注：因子抽出法は最尤法であり，回転法はバリマックス回転である。

負担になる 役に立つ

性別
男 0.018 

n.s.
-0.151 

***
女 -0.011 0.108 

年齢
30代 0.143 

***
0.084 

***40代 -0.127 0.076 
50/60代 -0.093 -0.173 

学級担任
担任をしている 0.048 

n.s.
-0.012 

*副担任をしている 0.005 -0.113 
担任をしていない -0.124 0.118 

教職経験
年数

10年未満 0.043 

n.s.

0.147 

***
10～19年 0.008 -0.014 
20～29年 -0.058 -0.110 
30年以上 -0.004 -0.170 

進学の有無

進学していない -0.005 

n.s.

0.033 

*
大学院修士課程に進学 0.048 -0.298 
大学院博士課程後期に

進学
-0.339 -0.325 

注１：*** は p<0.001，** は p<0.01，* は p<0.05，n.s. は有意差なし。
以下，同様に表記。
注２：60代教員の人数が極めて少ないため，50代教員と一括し
て論じる。

─ 650 ─

周　　　正

成だが，若干の改革が必要である」とした教員は４割
近くに達している。制度に不満はあるが，一定の効果
を評価している教員が少なからずいることになる。
　それでは，教員免許更新制のどのような点が評価，
あるいは批判されているのだろうか。また，教員免許
更新制を肯定的に捉えている教員，あるいは否定的に
捉えている教員はそれぞれどのような者なのだろう
か。これらの疑問に答えることは，教員免許更新制を
改革方向の手掛かりになるのではないか。
3.2　評価の因子分析
　以上の問題意識をもとに，教員免許更新制に対し
て，教員が具体的にどのように評価しているかを分析
する。表２は，教員免許更新制に対するどのように評
価しているかに関する17項目の質問について，回答者
に「まったくあてはまらない」＝１から「とてもあて
はまる」＝５の５段階で尋ね，それらの項目を用いて
因子分析（最尤法・バリマックス回転）した結果を示
したものである。
　因子負荷量の平方和と寄与率などの観点から，二つ
の因子を抽出し，以下のように命名した。まず，第一
因子は，「講習時間が長すぎる」「教員の多忙を招くも
のだ」「受講は時間的に大きな負担である」「受講料が
高すぎる」などの項目で構成され，【負担になる】と
命名した。次に，第二因子は，「教員の資質を向上さ
せる」「教員の専門性を向上させる」「教育問題の解決
に役に立つ」などの項目で構成され，【役に立つ】と
命名した。
　このように教員免許更新制を肯定的に見る因子と否
定的に見る因子の大きく二つが抽出された。それぞれ
の因子の構成要素が，教員免許更新制の批判と評価を
示していることになる。つまり，批判で最も強いのは
時間的・経済的な負担であり，多忙の一因と考えられ   
ている。一方で，評価されているのは，教員の資質や
専門性を高める重要な機会の一つになりうることであ
る。
　次に，教員免許更新制に対する評価の因子分析で得
られた二つの因子（【負担になる】，【役に立つ】）の因
子得点をもとに，属性による差異がどの程度見られる
のかを検討する。教員免許更新制に対する評価と属性
の平均値の差をみてみよう。結果は表３のようにまと
められる。
　表３が示しているように，【負担になる】という因
子と年齢には統計的に有意な関係が見られた。つまり，
30代教員の値は0.143と最も高く，40代，50/60代教員
の -0.127，-0.093より高いことがわかる。ここからは，
30代の教員が他の年齢の教員よりも【負担になる】と
考えていることがわかる。また，【役に立つ】という

因子では，とくに性別，年齢，教職経験年数で明確な
差が生じていた。性別では，女性教員の値が0.108と
男性教員の -0.151よりも高い。これは男性教員よりも
女性教員の方が【役に立つ】と考えていることを意
味している。年齢では，30代教員の値が0.084と最も
高い。40代教員は30代教員の値と近く，50/60代教員
は -0.173とはるかに下回る値であった。つまり，30代，
40代教員が【役に立つ】と考えているが，50/60代教
員は否定的であることがわかる。最後に，教職の経験
年数については，教職が10年未満の教員の値が0.147
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と最も高く，教職が30年以上の教員の値が -0.170と最
も低いという結果になっている。いわば，教職の経験
年数が短いほど教員免許更新制が【役に立つ】と考え
る傾向が見られた。
　教員免許更新制に対する評価から抽出された二つの
因子と属性の平均値を総合的に考えると，30代教員が
最も【負担になる】と考えることになる。【役に立つ】
と考える教員は，女性，年齢が若い世代，あるいは，
教職経験年数が短い者である。つまり，年齢が若い世
代，あるいは，教職経験年数が短い方が教員免許更新
制を評価する一方で，【負担になる】にも感じている。
このことから，教員免許更新制はある程度新任教員に
とっては必要なものとして捉えられていることがわか
る。しかし，ベテラン教員にとっては，役には立たな
いが，必ずしも負担とは限らないことになる。これは
勤務年数の長い教員が制度に対して受動的であり，ま
た，大学での講習を有意義なものとして捉えていない
ことによるのかもしれない。

４．教員免許更新制に対する評価の規
定要因

　本節では，教員免許更新制の評価に対する規定要因
を明らかにするため，変数間の影響を考慮しながら，
重回帰分析を用いて検討を行う。このことから，教員
免許更新制を肯定的に，あるいは，否定的に捉えてい
る教員はそれぞれどのような特徴があるのかを検討し
たい。
4.1　教員免許更新制に対する意識の形成
　重回帰分析の前に，教員免許更新制の評価に影響を
与えると考えられる項目，すなわち，「教員免許更新
制に何を望んでいるのか」，また「教員の仕事で負担
と感じるもの」との関係を検討しておきたい。
　教員免許更新制を否定的に捉えるか，肯定的に捉え
るかは，まず，「教員免許更新制に望む内容」つまり，
更新制に何を期待しているかに影響されるだろう。そ
こで「教員免許更新制に教員が望む内容」はどのよう
な因子から構成され，どのような特徴を持っているの
かを検討する。質問紙では教員免許更新制に望む内容
として21項目を尋ねている。回答は「まったく求めて
いない」＝１から「とても求める」＝５の５段階である。
因子分析（最尤法・バリマックス回転）の結果，三つ
の因子を抽出した（19）。
　第一因子は，「教員の授業実践の力の向上」「教員の
教科内容に関する知識の向上」「教員の生徒指導の力
の向上」などの項目で構成され，【実践的指導力】と
命名した。第二因子は，「教育の歴史を理解する」「教

育の理論思想を理解する」「これまでの自分のキャリ
アを振り返る機会」などの項目で構成され，【学問的
反省性】と命名した。第三因子は，「保護者とコミュ
ニケーションする力の向上」「児童生徒とコミュニケー
ションする力の向上」「教員としての自信を高める」
という項目で構成され，【コミュニケーション】と命
名した。
　次に，教員の仕事で何に負担を感じているのか，あ
るいは感じていないのかと教員免許更新制の評価との
関係を検討する必要がある。先の分析結果が示すよう
に，教員免許更新制も教員にとって負担となり，多忙
を招くものの一つと捉えられているからである。そこ
で「教員の仕事で負担と感じるもの」の因子分析を行っ
た。質問紙では教員の仕事についてどのくらい負担を
感じたのを15項目尋ねている。回答者に「まったく負
担ではない」＝１から「とても負担である」＝４の４
段階で尋ねている。因子分析（最尤法・バリマックス
回転）の結果，二つの因子を抽出した（20）。
　第一因子は，「校内での研修」「職員会議」「校外で
の研修」などの項目で構成され，【研修・会議等の負
担】と命名した。第二因子は，「生活指導」「授業の準
備」「保護者への対応」などの項目で構成され，【教育
指導の負担】と命名した。
　教員免許更新制の評価の規定要因を検討するため
に，教員の仕事での負担に対する意識と教員免許更新
制に望むものに関する意識との相関係数をみてみよ
う。
　表４により，まず，教員免許更新制に対する評価の
第一因子【負担になる】との関係を検討しよう。【負
担になる】という因子は【実践的指導力】以外に，全
ての因子と相関があることがわかる。その中でも相関
係数の値が高いのは教員の仕事に関する負担の二つの
因子【研修・会議等の負担】の0.280，【教育指導の負担】
の0.106である。教員免許更新制の講習を負担と考え
ている者は，日々の仕事で【研修・会議等の負担】【教
育指導の負担】を感じている者ということになる。つ
まり，仕事上の負担を感じているものほど，教員免許
更新制の講習を時間的，経済的負担をともなうものと
推測できよう。
　また，教員免許更新制に対する評価の第二因子【役
に立つ】は，教員の仕事の中で【教育指導の負担】以
外の全ての因子と相関があった。なかでも，教員免許
更新制に望む内容の【実践的指導力】（0.381），【学問
的反省性】（0.197）という因子に強い相関が見られた。
教員のうち【実践的指導力】，【学問的反省性】を求め
ている者が，教員免許更新制を【役に立つ】と評価し
ていることがわかる。とくに，【実践的指導力】の値



表４　因子間のピアソン相関係数

表５　重回帰分析に用いた変数

表６　教員免許更新制に対する評価の重回帰分析

教員免許更新制に望む内容 教員仕事の負担
【実践的指導力】 【学問的反省性】 【コミュニケーション】【研修・会議等の負担】【教育指導の負担】

【負担になる】 -0.014 -0.099** 0.082** 0.280*** 0.106**
【役に立つ】 0.381*** 0.197*** 0.169*** -0.131*** -0.009

従属変数 教員免許更新制に対する評価 教員免許更新制に対する評価の二つの因子（【負担になる】【役に立つ】）の得点を配分。

独立変数

性別 女性なら１，男性なら０のダミー変数。
年齢 30代なら１，それ以外なら０のダミー変数。

学級担任 担任，副担任なら１，担任していないなら０のダミー変数。
進学の有無 就職後大学院修士課程，博士課程に進学したなら１，進学していないなら０のダミー変数。

教員免許更新制に望む内容
教員免許更新制に望む内容に関する三つの因子（【実践的指導力】【学問的反省性】【コミュ
ニケーション】）の得点を配分。

教職に
対する
態度

教職に不満 教職に不満合成変数＝（「あまりに多忙である」+「教員の仕事で強いストレスを感じる」）
/2　α＝0.716

子どもに献身すべき
子どもに献身すべき合成変数＝（「常に児童生徒のことを考えているべきだ」+「児童生徒
のためなら休みを返上しても働くべきだ」+「家庭よりも児童生徒を優先すべきだ」）/3　
α＝0.723

教員は専門職である「まったくあてはまらない」＝１から「とてもあてはまる」＝５の５段階を配分。

教員の仕事の負担 教員の仕事で負担と感じるものについて二つの因子（【研修・会議等の負担】【教育指導の
負担】）の得点を配分。

モデル1
【負担になる】

モデル2
【役に立つ】

β β
I：基本情報

女性ダミー -0.049 0.058
30代ダミー 0.150 *** 0.033

担任副担任ダミー -0.013 -0.068 *
進学ダミー 0.010 -0.099 **

Ⅱ：教員免許更新制に望む内容
【実践的指導力】 -0.039 0.345 ***
【学問的反省性】 -0.086 * 0.199 ***

【コミュニケーション】 0.080 * 0.073 *
Ⅲ：教職に対する態度

教職に不満 0.170 *** -0.002
子どもに献身すべき -0.006 0.093 **
教員は専門職である 0.064 0.085 **

Ⅳ：教員の仕事の負担
【研修・会議等の負担】 0.199 *** -0.054

【教育指導の負担】 0.019 -0.047
調整済み R2 乗 0.121 0.233

F 値 8.956 *** 18.576 ***
N 1110 1110
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が非常に高いことからも，教員免許更新制で自身の教
員としての資質や専門性を高めようとしている教員ほ
ど，更新制を高く評価していることになる。
4.2　規定要因の検討
　以上の分析から，教員免許更新制に望む内容や教員

としての負担が，教員免許更新制に影響を及ぼしてい
ることが明らかになった。しかし，属性との関連など
の分析で統計的に有意な差の見られた性別や年齢など
の影響力が考慮されておらず，それらの変数を統制し
て分析を行う必要がある。また，教員の教職に対する
態度はどのような影響を与えるのかは検討されていな
い。
　そこで，教員免許更新制に対する評価の二つの因子

【負担になる】【役に立つ】を従属変数，教員免許更新
制に望む内容および教員の仕事の負担程度を独立変数
とした重回帰分析を行い，教員免許更新制に対する評
価の規定要因を検討したい。
　独立変数には，先の分析で用いた，性別，年齢，学
級担任，進学の有無といった基本情報や，教員免許更
新制に望む内容の三つの因子（【実践的指導力】【学問
的反省性】【コミュニケーション】），教職に対する態
度（内訳：「教職に不満」「子どもに献身すべき」「教
員は専門職である」）に加え，教員の仕事の負担の二
つの因子（【研修・会議等の負担】【教育指導の負担】）
を用いることとする。重回帰分析に用いるこれらの独
立変数の詳細は表５の通りである。
　表６は重回帰分析を行った結果である。モデル１は
教員免許更新制に対する評価の第一因子【負担になる】
を従属変数とした結果であり，モデル２は第二因子【役
に立つ】を従属変数とした結果である。
　まず，【負担になる】を従属変数としたモデル１を
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説明しよう。基本情報では，「30代ダミー」が正の影
響がある。教員免許更新制に望む内容は，【学問的反
省性】と負の影響，【コミュニケーション】と正の影
響がある。また，教職に対する態度では，「教職に不満」
に正の影響がある。教員の仕事の負担について，【研修・
会議等の負担】と正の影響がある。その中でもとくに
βの値が高かったのは，「30代教員ダミー」，「教職に
不満」，【研修・会議等の負担】であった。
　つまり，教員免許更新制が【負担になる】と感じた
のは，30代の教員が他の年齢の教員より多い。また，「教
職に不満」を持っているとともに，普段の教員の仕事
に【研修・会議等の負担】が大きいと考えている教員
である。
　比較的若い教員は教員の職務を多忙で負担の大きい
ものと考えているのだろう。「研究と修養」は教師に
とって不可欠であるが，キャリアの初期から研究が続
くことも負担に感じさせる要因の一つであり，さらに，
更新講習を受講する時期は「10年経験者研修」（21）と
も重なる。こうした状況が，教員免許更新制を負担の
大きいものと考えさせる結果になっているのだろう。
こうした状況が，教員免許更新制を負担の大きいもの
と考えさせる結果になっているのだろう。
　次に，【役に立つ】を従属変数としたモデル２につ
いて説明しよう。基本情報では，「担任副担任ダミー」
と「進学ダミー」に負の影響がある。教員免許更新制
に望む内容の三つの因子（【実践的指導力】【学問的反
省性】【コミュニケーション】）はすべて正の影響があ
る。その中で，最も影響力が強いのは【実践的指導力】
である。また，教職に対する態度については，「子ど
もに献身すべき」と「教員は専門職である」に正の影
響がある。なかでも「子どもに献身すべき」の影響力
がより強くなっていた。また，「進学ダミー」，【実践
的指導力】，【学問的反省性】，「子どもに献身すべき」，

「教員は専門職である」はβが高く，１％水準で統計
的有意になっていた。
　つまり，教員免許更新制を【役に立つ】と感じたのは，
教員に就職後大学院に進学した教員ではない。大学院
に進学した教員は大学での授業に慣れ，講習をそれほ
ど重要なものとは感じなかったのかもしれない。先に
検討した結果と同様に，教員免許更新制に【実践的指
導力】，【学問的反省性】を強く望む教員も【役に立つ】
考えている。また，教員自身の教職に対する態度では

「子どもに献身すべき」，「教員は専門職」と考えるも
のの値が高く，とくに「子どもに献身すべき」の影響
力が強いことがわかる。ようするに，自身の職務を子
どもに献身する専門職と考え，教員免許更新制を能力
向上の場として捉える者にとっては，教員免許更新制

は成長のための重要な場になる可能性がある。

５．まとめと考察

　本稿では，教員免許更新制に対する教員の評価，お
よびその規定要因を検討してきた。得られた主要な知
見は以下の４点である。
　第一に，教員の教員免許更新制に対する評価を明ら
かにした。「反対」の態度を表明する教員が６割近く
を占めており，教員が教員免許更新制に強い反感を
持っていることがわかる。その一方で「賛成」とする
教員も少なくない。「賛成だが，若干の改革が必要で
ある」とした教員は４割近くに達している。制度に不
満はあるが，一定の効果を評価している教員が少なか
らずいることになる。
　第二に，教員の教員免許更新制に対する評価を因子
分析によって明らかにした。因子は【負担になる】と

【役に立つ】の二つが抽出された。
　第三に，教員免許更新制が【負担になる】と感じた
のは，30代の教員が他の年齢の教員より多い。また，「教
職に不満」を持っているとともに，普段の教員の仕事
に【研修・会議等の負担】が大きいと考えている教員
である。
　第四に，教員免許更新制に対する評価が【役に立つ】
のは，就職後大学院に進学していない教員，また，教
員免許更新制に【実践的指導力】，【学問的反省性】を
強く望み，さらに「子どもに献身すべき」，「教員は専
門職」と考える教員であった。
　以上のように，教員免許更新制を肯定的あるいは，
否定的に捉えている教員はそれぞれどのような者であ
るか，教員免許更新制に対する評価はどのような要因
で決めているのかについて，重回帰分析の結果にもと
づいて検討してきた。これらの知見を踏まえて，教員
免許更新制の改革の方向性について以下の３点につい
て考察しておこう。
　まず，更新講習と他の研修との整理が急務であろ
う。本稿で明らかにしたように，とくに若い世代の教
員で【研修・会議等の負担】を感じる者が多く，それ
が，教員免許更新制が【負担になる】と感じる要因と
なっていた。自由記述の中でも，「経済的・時間的負
担が重い」という不満が頻繫に記述されている。つま
り，教員免許更新制は教員の他の研修とともに整理さ
れ，体系的に位置づけ直される必要がある。
　次に，講習の内容についてである。教員免許更新制
を高く評価したのは【実践的指導力】の向上を望む者
であった。すなわち，講習において実践的指導力がさ
らに重視される必要があろう。しかし，評価を高くし
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ていたのは，たんに実践的なものだけではない。子ど
もに献身的で専門職としての力量を向上させようとす
る者も教員免許更新制を高く評価していた。教員とし
ての専門性を高めるためには，教員という職業やその
実践を反省的に振り返る力も必要とされる。大人数で
のたんなる座学ではなく，教員が自身と向き合うよう
な講習内容も必要とされよう。
　最後に，教員の職場環境を改善し，職務を負担と考
えさせないことである。教員免許更新制を【負担にな
る】と考える教員は，そもそも「教職に不満」を持つ
ものであった。対照的に【役に立つ】と考える教員は，

「子どもに献身すべき」，「教員は専門職」という意識
を持っている。つまり，教職があまり多忙であり，ス
トレスを強く感じているとすれば，教員免許更新制を
負担になると考える。その一方で，自身の職務を子ど
もに献身する専門職と考え，教員免許更新制を能力向
上の場として捉える教員にとっては，教員免許更新制
は成長のための重要な場になり得る。ようするに，教
員免許更新制に対する教員の評価は，教員の職場環境
を改善し，教職に対するマイナスのイメージを払拭す
ることで高くなると考えられる。
　なお，教員免許更新制に対する教員の意識は，文部
科学省による事後評価の結果とかけ離れていることが
わかる。更新講習に「満足している」という結果より，
教員の多数が「制度の廃止」を求めていることが看過
できない。もちろん，教員免許更新制に賛成している
者も存在しているが，それでも制度の改革が必要とさ
れている。しかも，たんなる制度の改革ではなく，教
員という職業，また，その職場を見直すことが求めら
れている。
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表７　教員免許更新制に望ましい内容の因子分析

実践的指導力 学問的反省性
コミュニ

ケーション
教員の授業実践の力の向上 0.864 0.037 0.160

教員の教科内容に関する知識の向上 0.802 0.119 0.037
教員の生徒指導の力の向上 0.717 0.095 0.399

児童生徒の学力を高める力の向上 0.698 0.076 0.143
教員の専門性の向上 0.601 0.188 0.197

学級クラスルーム経営に役立つ 0.569 0.154 0.454
情報機器を利用した教育の力の向上 0.564 0.147 0.167
教育問題に対処するための力の向上 0.478 0.154 0.241

学校経営に役立つ 0.413 0.317 0.261
教育の歴史を理解する 0.084 0.816 0.021

教育の理論思想を理解する 0.094 0.713 0.065
これまでの自分のキャリアを振り返る機会 0.040 0.591 0.211

大学教員と交流する機会 0.062 0.587 0.049
海外の教育の状況を理解する 0.146 0.502 0.047

部活動の指導に役立つ 0.179 0.492 0.236
他の教員と交流する機会 0.169 0.461 0.163

保護者とコミュニケーションする力の向上 0.351 0.233 0.815
児童生徒とコミュニケーションする力の向上 0.386 0.238 0.797

教員としての自信を高める 0.387 0.314 0.409
日本の学校教育の現状を理解する 0.213 0.276 0.075
日本の教育改革の動向を理解する 0.232 0.243 0.094

回転後の負荷量平方和 4.417 3.156 2.223
分散の % 21.035 15.027 10.585

Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度 0.899
注：因子抽出法は最尤法であり，回転法はバリマックス回転である。因
子負荷量の平方和と寄与率などの観点から，三つの因子を抽出した。採
用しない因子は表に表記しないことにする。

表８　教員の仕事に関する負担の程度の因子分析
研修・会議等

の負担
教育指導の

負担

校内での研修 0.774 0.111
職員会議 0.666 0.182

校外での研修 0.616 0.125
管理職への対応 0.464 0.092

事務書類等の作成 0.403 0.162
生活指導 0.063 0.582

授業の準備 0.128 0.508
保護者への対応 0.166 0.496

学校行事 0.381 0.490
同僚との人間関係 0.229 0.225
地域住民への対応 0.238 0.226

教育委員会への対応 0.444 -0.023
提出物確認やテストの採点 0.122 0.173
通知表など児童生徒の評価 0.232 0.406

進路指導 0.023 0.264
クラブ活動や部活動の指導 0.098 0.068

回転後の負荷量平方和 2.378 1.550
分散の % 14.863 9.686

Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度 0.850
注：因子抽出法は最尤法であり，回転法はバリマックス回転である。因
子負荷量の平方和と寄与率などの観点から，二つの因子を抽出した。採
用しない因子は表に表記しないことにする。
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19）因子分析の表を添付する。 20）因子分析の表を添付する。

  

21）平成28年から「中堅教諭等資質向上研修」となる。


